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松山市SDGs推進協議会規約 

 

（名称） 

第１条 協議会は，「松山市SDGs推進協議会」（以下「協議会」という。）と称する。 

（協議会の目的） 

第２条 協議会は，「持続可能な開発目標（SDGs）」の達成に向けた取組及び行政，大

学，民間事業者，NPO（松山市市民活動推進条例（平成１７年条例第５９号）第２条第

３号に規定するNPOをいう。以下同じ。）等の連携を積極的なものとし，会員同士の交

流や情報交換の活性化を図ることで，取組の拡大や地方創生の一層の推進につなげるこ

とを目的とする。 

（協議会の活動） 

第３条 協議会は，前条の目的を達成するため，次に掲げる事項の活動を行う。 

(1) SDGsの達成に向けた取組の推進に関すること。 

(2) 会員の交流及び連携に関すること。 

(3) SDGs未来都市及び環境モデル都市まつやまの推進に関すること。 

(4) 共通の課題に対する知見の共有，課題解決に向けた具体的な取組の検討等に関する

こと。 

(5) 前各号に掲げるもののほか目的の達成に必要と認める活動に関すること。 

（協議会の会員） 

第４条 協議会は，第２条の目的に賛同する行政，大学，民間事業者，NPO等を会員とし

て組織する。 

２ 協議会への加入を希望する者は，入会申込書（様式１）を第９条に規定する幹事会に

提出し，承認を得なければならない。 

３ 協議会の退会を希望する会員は，退会届（様式２）を第９条に規定する幹事会に提出

しなければならない。 

４ 会員が次の各号のいずれかに該当する場合は，会長は，その会員を除名することがで

きる。 

(1) この規約に違反し，又は協議会の信用を著しく害したとき。 

(2) 会員が解散し，又は営業を停止したとき。 
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(3) 第２７条又は第２８条の規定に違反していることが判明したとき。 

(4) その他協議会の運営に当たって重大な支障が生じると認められたとき。 

（協議会の会長等） 

第５条 協議会に会長１人,副会長２人を置く。また，統括コーディネーター１人を置く

ことができる。 

２ 会長は，会員の互選により選出する。 

３ 副会長は，会員の中から会長が指名する。 

４ 統括コーディネーターは，会員の中から会長が指名する。 

５ 会長，副会長及び統括コーディネーター（以下「会長等」という。）の任期は，２年

とする。ただし，再任を妨げない。 

６ 会長等は，いずれも無報酬とする。 

７ 会長は，協議会を代表し，会務を総理する。 

８ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故あるとき，又は会長が欠けたときは，その職務

を代理する。 

９ 統括コーディネーターは，協議会活動全般の円滑な運営を支援する。 

10 会長は，第５項の任期の途中で副会長，又は統括コーディネーターに欠員が生じたと

きは，これを補充することができる。 

11 前項の規定により補充された副会長，又は統括コーディネーターの任期は，前任者の

残任期間とする。 

（監査） 

第６条 協議会に，監査人２人を置く。 

２ 監査人は，会員の互選により選出する。 

３ 監査人は，協議会の会計検査を行う。 

４ 監査人は，監査の結果を役員会において，報告しなければならない。 

（協議会の総会） 

第７条 総会は，必要に応じて会長が招集し，議長となる。 

２ 総会で議決事項がある場合は，出席会員の過半数をもって決し，可否同数のときは，

議長の決するところによる。 

３ 総会は，次に掲げる事項について協議する。 
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(1) SDGsの達成に向けた取組の推進に関すること。 

(2) 会長の選任に関すること。 

(3) 監査人の選任に関すること。 

(4) 環境モデル都市まつやまの推進に関すること。 

(5) 分科会の報告に関すること。 

 (6) その他協議会の目的を達成するために必要な事項に関すること。 

４ 議長が必要と認める場合は，会員は，WEB会議システムを利用して総会に出席するこ

とができる。 

５ WEB会議システムの利用において，一定の時間，映像のみならず音声が送受信できな

くなった場合は，当該WEB会議システムを利用する会員は，音声が送受信できなくなっ

た時刻から退席したものとみなす。 

６ WEB会議システムによる出席は，取扱う情報等に留意した環境で行わなければならな

い。 

（書面による総会の議決） 

第８条 前条第１項の議長は，各会員に対し，書面による総会の表決を求めることができ

る。 

（幹事会の設置） 

第９条 協議会の活動を機動的に行うため，協議会に幹事会を設ける。 

（幹事会の活動） 

第１０条 幹事会は，次に掲げる事項について協議する。 

(1) 総会に付議する事項に関すること。 

(2) 協議会に入会しようとする者の承認に関すること。 

(3) SDGsの達成に向けた取組の表彰の推薦に関すること。 

(4) 会員の認証に関すること。 

(5) 分科会の設置，調整等に関すること。 

(6) オブザーバーの任命に関すること。 

(7) 規約等の制定及び改廃の検討に関すること。 

(8) その他幹事長が必要と認めた事項に関すること。 

（幹事会の組織） 
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第１１条 幹事会は，会員の中から，会長が指名した者を委員として組織する。 

２ 委員の任期は、指名した会長の任期と同様とし、再任を妨げない。 

（幹事会の幹事長及び副幹事長） 

第１２条 幹事会に幹事長１人及び副幹事長２人を置く。 

２ 幹事長は，委員の互選により選出する。 

３ 副幹事長は，委員の中から幹事長が任命する。 

４ 幹事長は，幹事会を代表し，会務を総理する。 

５ 副幹事長は，幹事長を補佐し，幹事長に事故あるとき，又は幹事長が欠けたときは，

その職務を代理する。 

（幹事会の会議） 

第１３条 幹事会の会議は，必要に応じて幹事長が招集し，その議長となる。 

２ 幹事会の会議は，委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は，出席委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決すると

ころによる。 

４ 議長が必要と認める場合は，委員は，WEB会議システムを利用して会議に出席するこ

とができる。 

５ WEB会議システムの利用において，一定の時間，映像のみならず音声が送受信できな

くなった場合には，当該WEB会議システムを利用する委員は，音声が送受信できなくな

った時刻から退席したものとみなす。 

６ WEB会議システムによる出席は，取扱う情報等に留意した環境で行わなければならな

い。 

（書面による幹事会の議決） 

第１４条 前条第１項の議長は，各委員に対し，書面による幹事会の表決を求めることが

できる。 

（幹事会の報告） 

第１５条 幹事長は，幹事会の協議の経過及び結果について，役員会に報告しなければな

らない。 

２ 会長は，必要があると認めるときは，幹事長に協議の経過について報告を求めること

ができる。 
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（幹事会の専決処分） 

第１６条 幹事長は，幹事会を招集する時間的余裕がないときは，幹事会の議決すべき事

項を専決処分することができる。 

２ 幹事長は，前項の規定により専決処分したときは，これを次の幹事会において報告し

なければならない。 

（役員会の設置） 

第１７条 協議会の活動を統括するため，協議会に役員会を設ける。 

（役員会の活動） 

第１８条 役員会は，次に掲げる事項について協議する。 

 (1) 規約等の制定及び改廃に関すること。 

 (2) 事業計画の決定及び事業報告の承認に関すること。 

(3) 予算の決定及び決算の承認に関すること。 

(4) 協議会の解散に関すること。 

(5) その他協議会の重要事項に関すること。 

（役員会の役員） 

第１９条 役員会の役員は，会長，副会長，統括コーディネーター，幹事長及び副幹事長

とする。 

（役員会） 

第２０条 役員会の会議は，必要に応じて会長が役員を招集し，その議長となる。 

２ 役員会の会議は，役員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は，出席役員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決すると

ころによる。 

４ 議長が必要と認める場合は，役員は，WEB会議システムを利用して会議に出席するこ

とができる。 

５ WEB会議システムの利用において，一定の時間，映像のみならず音声が送受信できな

くなった場合には，当該WEB会議システムを利用する役員は，音声が送受信できなくな

った時刻から退席したものとみなす。 

６ WEB会議システムによる出席は，取扱う情報等に留意した環境で行わなければならな

い。 
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（書面による役員会の議決） 

第２１条 前条第１項の議長は，各役員に対し，書面による役員会の表決を求めることが

できる。 

（役員会の報告） 

第２２条 第２０条第１項の議長は，役員会の協議の経過及び結果について，総会で報告

しなければならない。 

（役員会の専決処分） 

第２３条 会長は，役員会を招集する時間的余裕がないときは，役員会の議決すべき事項

を専決処分することができる。 

２ 会長は，前項の規定により専決処分したときは，これを次の役員会において報告しな

ければならない。 

（分科会の設置） 

第２４条 活動の必要に応じて，協議会に会員の一部等により組織された分科会を設置す

ることができる。 

２ 協議会の会員は，分科会の設置を幹事会に提案することができる。 

（オブザーバーの任命） 

第２５条 協議会は,協議会活動に関する意見を聴くため,幹事会が必要と認めたときに，

オブザーバーを任命することができる。 

（事務局） 

第２６条 協議会，役員会及び幹事会の事務を処理するため，事務局を松山市に置く。 

（秘密保持義務） 

第２７条 会員及びオブザーバーは，協議会の活動を通じて知り得た秘密を漏らしてはな

らない。退会した後も，同様とする。 

（暴力団員の排除） 

第２８条 会員は，次のいずれかに該当する者であってはならない。 

(1) 松山市暴力団排除条例（平成２２年条例第３２号）第２条第３号に規定する暴力団

員等（以下「暴力団員等」という。）である者又はその役員のうちに暴力団員等のあ

る者 

(2) その構成員のうちに暴力団員等のある者 
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(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に規定する暴力団，暴力団員等又は松山市暴力団排除条例第９条第１項に規定

する暴力団関係事業者と取引関係のある者 

（その他） 

第２９条 この規約に定めるもののほか，協議会の運営等に関し必要な事項は，会長が定

める。 

 

付 則 

（施行期日） 

１ この規約は，令和２年７月３１日から施行する。 

（設立当初の会員の特例） 

２ 協議会設立当初の会員は，第４条第２項の規定にかかわらず，設立時の総会で定める

ところによる。 

付 則 

この規約は，令和３年４月２６日から施行する。 

付 則 

この規約は，令和４年３月２８日から施行する。 

付 則 

この規約は，令和６年３月２５日から施行する。 

 


